１．要請概要

自治労からは、荒金副委員長、南部総合政治政策局長、中平政策局長、伊藤政治局長、柳澤連帯活動局長が参加し、総務省は、福田政務官が対応した。

自治労からは、南部総合局長が「TPP協定は国内の農業をはじめ、政府調達などにも大きな影響を与えるため、自治労としては、協定参加については慎重な対応が必要だと考えている」と自治労の立場を述べた。そのうえで、TPPによって、政府調達額の基準額が引き下げされた場合の地域経済や自治体への影響について分析をしたうえで、地方関係団体とも協議をするよう要請した。

これに対して、福田政務官は「TPPは農業だけでなく、食料・医療・金融・保険などにも影響を及ぼすので、地域社会にどのような影響が出るか心配している。自治体の入札のあり方にも影響が出るので、小さな自治体では難しいこともある。TPPについては外務省を通じて情報収集をはかり、地方団体にも提供していきたいが、なかなか情報が入ってこないのが現状だ。本日の要請については大臣にも伝え、担当課にも指示を出す」と見解を示した。

※要請書は別紙の通り
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TPPによる地方への影響に関する調査等に関する要請について
　貴職の地方分権の推進に関するご努力に敬意を表します。

　さて、政府は、環太平洋パートナーシップ（TPP）協定交渉への参加に向けて、現在、議論を続けておりますが、TPP協定交渉には、「政府調達」分野も含まれていることから、地方自治体への影響も想定されます。

自治労としては、TPP協定が国内の農業をはじめ、労働者の移動や環境、労働分野などに大きな影響を与えるため、協定参加については慎重な対応が必要だと考えております。

つきましては、TPP協定交渉への参加について議論される場合は、下記の事項について、総務省としての取り組みを要請いたします。

記

1.　TPPによる政府調達額の基準額が、米豪FTAなどの基準額となったと想定したうえで、地域経済をはじめ地方自治体などへの各種影響について分析をすること。

2.　TPP協定交渉の参加の議論に当たっては、上記の分析を明らかにした上で、地方自治体への影響について、地方関係団体等との協議を行うこと。

以上
